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^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書を本公
告の３_の入札書の受領期限までに提出しな
ければならない。また、入札者は、開札日の
前日までの間において、契約担当職から説明
を求められた場合は、それに応じなければな
らない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

` 契約書作成の要否 要。
a 落札者の決定方法 当研究所において採用
できると判断した入札者であって、当研究所
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。

b 詳細は、入札説明書による。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年６月 24日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 菊川 滋

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 圏央道利根川高架橋下部その２工
事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 茨城県猿島郡五霞町大福田地先
_ 工事内容 作業土工 １式 橋脚工（Co

約3¶700‚、鉄筋約770ｔ）３基 既製杭工（Ｓ
Ｃ＋ＰＨＣ杭 φ1¶000¤、Ｌ＝33•5N）16本
ニューマチックケーソン基礎工（φ8¶100¤

Ｌ＝26•0N～27•5N）２基 仮設工 １式
` 工期 平成24年３月23日まで
a 使用する主要な資機材 コンクリート 約
3¶700‚ 鉄筋 約770ｔ

b 本工事は、入札時にＶＥ提案として「現場
打ちコンクリート構造物の品質管理に係わる
具体的な施工計画」を受け付けるとともに、
「工事全般の施工計画」を求め、価格と価格
以外の要素を総合的に評価して落札者を決定
する入札時ＶＥ（総合評価落札方式）の試行
工事である。また、品質確保のための体制そ
の他の施工体制の確保状況を確認し、施工内
容を確実に実現できるかどうかについて審査
し、評価を行う施工体制確認型総合評価落札
方式の試行工事である。
また、本工事は、契約締結後に施工方法等
の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工
事である。

５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hirokazu Yamakawa, Di-

rector of General Administration Departm-

ent, AIST Chubu, National Institute of Ad-

vanced Industrial Science and Technology.

] Classification of the services to be pro-

cured : 24

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : Multi-field Sintering System 1

set

_ Delivery period : January 14, 2011

` Delivery place : AIST Chubu, National

Institute of Advanced Industrial Science

and Technology.

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ not come under Article 7 and 8 of the

Cabinet Order concerning the Contract

for AIST.

| have Grade A, B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

by National Institute of Advanced Indus-

trial Science and Technology (in the fis-

cal year of 2010, 2011 and 2012)

b Time-limit for Tender : 17 : 00, August 16,

2010

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
書の通知月から起算して１年間に行われる関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発注
する工事の入札において、総合評価落札方式
の加算点等を減ずる試行対象工事である。
ただし、事故減点は原則適用外とする。

D̂ 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する場合においては、入札日から
過去２年以内に70点未満の工事成績評定を通
知された関東地方整備局が発注し完成した工
事がある者に対して、現場代理人と監理技術
者の兼務を認めないこととする試行対象工事
である。なお、５．cで定める監理技術者と
は別に配置する技術者とも兼務を認めない。

Ê 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して実施する工事完成
後の工事コスト調査において、工事コスト調
査結果の内容と、低入札調査時の重点調査の
内容が著しく乖離した場合においては、施工
体制台帳の確認やヒアリングの実施等を行
い、乖離理由を検討したうえで場合によって
は工事成績評定を減ずる試行対象工事であ
る。なお、工事コスト調査の内訳については、
工事コスト調査終了後関東地方整備局又は北
首都国道事務所のホームページにより公表す
る。

F̂ 本工事において、中間前金払に代わり、既
済部分払を選択した場合には、短い間隔で出
来高に応じた部分払や設計変更協議を実施す
る「出来高部分払方式」を採用する。

Ĝ 本工事は「施工プロセスを通じた検査の試
行について（平成22年３月29日付け大臣官房
地方課長、技術調査課長）」による「施工プロ
セスを通じた検査」の試行対象工事である。

本工事においては、工事施工中、品質検査
員による工事実施状況、出来形及び品質につ
いて確認を行うこととし、その結果を踏まえ
て既済部分検査及び完成検査（完成技術検査
を含む）を行うこととする。また、支払い条
件は「出来高部分払方式」を採用する。
ただし、契約締結日により工期が180日以

下となる工事は、本項の試行対象工事としな
い。

Ĥ 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。
本工事では、受発注者間の双務性の向上と
ともに、契約変更等における協議の円滑化を
図るため、契約後受発注者間の協議により総
価契約の内訳として単価等を合意することと
する。
なお、本方式の実施にあたっては、「総価契
約単価合意方式実施要領」及び「総価契約単
価合意方式実施要領の解説」（関東地方整備
局ホームページ http://www.ktr.mlit.go.jp/

gijyutu/gijyutu00000041.html）に基づき行
うものとする。
総価契約単価合意方式の実施にあたって

は、単価等を個別に合意する方式（以下「単
価個別合意方式」という。）によることとする。
なお、協議開始から14日以内に「単価個別
合意方式」による単価合意が成立しなかった
場合は、「単価包括合意方式」にて行うもの
とする。

Î 本工事は、現場の問題発生に対して迅速な
対応を行う「ワンデーレスポンス」を実施す
る工事である。

Ĵ 本工事は、公共工事の品質確保及び円滑な
事業執行を目的として、発注者、設計者及び
施工者の三者が工事着手前等において一堂に
会して、事業目的及び設計思想・条件等の情
報の共有並びに施工上の課題並びに新たな技
術提案に対する意見交換等を行う「設計・施
工技術連絡会議」の設置対象工事である。

K̂ 本工事は、設計変更手続きの透明性と公正
性の向上及び迅速化を目的として、発注者と
施工者が一堂に会して、設計変更の妥当性の
審議及び設計変更等に伴う工事中止等の判断
等を行う場として開催する「設計変更審査会」
の設置対象工事である。

c Contact point for the notice : Hitoshi

Yasui, General Administration Department,

AIST Chubu, National Institute of Ad-

vanced Industrial Science and Technology

2266`98 Shimo-shidami, Moriyama-ku,

Nagoya 463`8560 Japan. TEL 052`736`

7020
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